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4． 談合問題

１）現状
２）談合防止策の提言：アメリカなどと日本の手法を比較して
１．日本の技術者の一般的な倫理観
本来の倫理観は、心の底には必ず存在するのですが、現実にはほとんどの場合、組織防衛のため倫理観が薄れている。そのために一部の建設会社、団体及び建設技術者は手抜き工事や談合を繰返し、大きな社会問題になっている。この問題は建設産業や建設技術者だけの問題ではなく、同じような手抜工事や談合を繰り返している他の産業もあるので、すべての技術者に共通する問題である
２．建設工事の主要工事の内、よく行われている手抜工事
１）土工事：埋戻及び盛土時の締固め

・１層の締固厚が規定より厚い

・重機による締固回数が規定より少ない

・含水率調整を規定どおりしていない

　　この結果、規定の締固度が達成されていず、将来 支持力不足や沈下の原因と
　　なる。

２）鉄筋工事

・鉄筋を抜く(最近あまり聞かない)


・規定より小さい径の鉄筋の使用(最近あまり聞かない)

・規定の位置、間隔に組立てられていない

　(特に、被りが不足している場合や上下筋などの間隔が保たれていない)

・規定どおりに結束していない
　 ・規定どおりにオーバーラップ(重ね継ぎ手)をしていない

　　この結果、構造物が規定の安全率が確保されていない可能性がある。
　　また、被りなどが少ない場合は、将来 鉄筋が錆びて、表面コンクリートが
　　剥離をおこす。

３）コンクリート工事

・規定の強度以下のコンクリート(生コン)を使用する

　(即ち、セメントを抜く)

・規定よりやわらかいコンクリートを使用したり、打設時に水を加える
　　 (規定より高スランプコンクリートは水密生が低下するし、所定強度も
　　　出ない。また、将来コンクリートの中性化進度が速くなる)

・打設時にバイブレータを十分かけない。また、かけ方が不適切でバイブレー
　　　タでコンクリートを流している
　 ・ポンプ車やちょうちんシュートで打設する場合、２ｍ以下の落下高を確保して
　　  いない。このため、コンクリートが分離を起こしている。

・打設後の養生を規定どおりにしない(特に中小民間建築工事)

上記の手抜き工事のためにコア強度では、規定どおりに強度が出ないことが 
   ある。但し、打設時に採取したテストピースは規定通り(例えば、水を入れる
   前)に採取して、 規定温度での水中養生しているので規定強度は達成されてい
　 る。
   コンクリートに水を加えると強度が出ないばかりか、中性化が異常に早く
　 進行する(数年前に問題になった新幹線高架橋、高速道路高架橋など)

４）その他

①注入工事：各種トンネル注入工、止水注入工、地盤改良注入工などで
　　　　　　　　規定通り注入していない

②塗装工事：下地処理、塗装厚など規定通り行っていない
　　　　　　　　特に、鋼構造物の塗装は西欧先進国に比べて、一般的に日本の
　　　　　　　　検査は甘く、錆が出るのが早い。


③溶接工事：例として、原子力発電所の配管溶接部ひび割れ。


④実例の紹介
５）許される規定変更

コンクリート骨材の粒度分布；

例えば、中近東の砂漠地帯では、粒子の均一な砂が多く、日本土木学会・


日本建築学会規格やアメリカのACI規格、イギリスのBS規格などの粒度範囲に入る細骨材の入手は非常に困難である。
このような場合、エンジニアの了解の下に粒度範囲内に入らない細骨材の
使用が認められる場合もある。但し、最終的なコンクリート強度は規定通りの強度が要求される。
３．手抜き工事の防止策提言：欧米先進国の手法と日本の手法を比較して。

１）現場監理体制のフォーメーション；
日本のフォーメーションも形式的には欧米とほぼ同じフォーメーションになっているが、実際の運用があいまいで検査などが厳しくない。
特に、国内の民間プロジェクトにおいては違う。
特に違うことは、現場での各種試験を行う品質管理は、最近 欧米先進国や国際工事では工事監理者(ｴﾝｼﾞﾆｱ)が直接行う場合が多くなっているが、日本国内では
施工会社が行っている。但し、国内でも公共工事では工事監理者が立会う場合が多くなってきている。立会だけでは、サンプル採取及び試験での誤魔化しを防止できない場合がある。

近年、ヨーロッパ及び国際プロジェクトではQA(QUALITY ASSURANCE)が
盛んになって来ていて、施工会社が社内基準で自主的に品質保証(QA)のための
品質管理(QC)を行っている。ほとんどの国際プロジェクトでは国際標準化機構(ISO)の定める品質保証ISO9001での品質管理・品質保証を要求している。
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欧米先進国では、検査官が現場に常駐し、仕様書及び検査マニュアルに基づいて
自ずから検査をしている。
一方、日本の現場監理(特に、民間建築工事)は設計会社が現場監理をすることになっているが、現場に常駐することはがほとんどなく、建設会社が提出して来る品質管理検査報告書を書類審査するだけの場合が多い。このため、この検査報告書を
誤魔化せばいくらでも手抜き工事は出来る。このために、手抜き・欠陥工事が多いと言われている。
2） 現場組織の比較(アメリカ VS 日本)
アメリカの現場では品質管理部門と安全管理部門が本社直属であり、現場所長の権限下にない場合がある。従って、現場の品質管理担当者及び安全管理担当者が現場所長に対し是正命令を発行し、品質管理(手抜き工事・欠陥工事を防ぐ)及び
安全管理をしている。場合によっては、所長に対し工事中止命令を出すこともある。
一方、日本では現場の品質管理部門及び安全管理部門は現場所長の配下にあり、本社の意向が現場の末端まで周知徹底していない場合もある。
現場所長が利益追求のため手抜き工事を指示したり、黙認することもある。
品質管理担当者も安全管理担当者も所長の配下あり、所長に対し意見を言えない場合もある。

３）日本国内での新しい試み
数年前の高知工科大学教育研究棟新築工事で新しい試みが行われた。
その方法は工事中の現場監理者を設計会社とは別会社とし、現場常駐として品質監理を行わせている。この方法で、監理費は大幅にダウンしたと言われている。
その他、入札図書の審査方法の公開、契約書にはVE(VALUE ENGINEERING)条項も入れている。
この常駐方式や審査方法公開、VEは欧米先進国ではごく一般的な方法で、
この方法を考案されたのは、この大学の土木教授で国際建設プロジェクトの経験が２５年もある国際プロジェクトの専門家である。
４）発展途上国の現状
一概には言えないが、残念ながら発展途上国の国内建設プロジェクトでは
手抜き工事が横行している。

５）手抜き工事防止策の提言
①西欧先進国のような三権分立の制度を確立して、工事監理者の責任と権限
　を強化し現場に常駐させる。特に、検査員は絶対に常駐させる制度とする。
②品質管理試験を施工会社ではなく工事監理者にさせる。
③アメリカの現場組織のように品質管理と安全管理部門を本社直属とし、
　権限を強化する。
④企業内に外部専門家を中心とした現場検査機関及び倫理委員会を設置し、
　その権限を強化する。
⑤高知工科大学方式を採用する。
⑥建設業にも製造物責任法(PL法)を適用する。
⑦平成１８年４月１日施行の内部告発法(公益通報者保護制度)に基づき、内部告発を促す。
５）その他：
①手抜き・欠陥工事の調査鑑定人について
②民間工事の場合、設計図や工事仕様書に反する手抜き工事を故意にしても法律
　違反(例えば、建築基準法)をしていなければ、損害賠償裁判で、原告は勝てない
　場合が多い。これは製造物責任法(PL法)が建設構造物に適用されないため。
４．談合問題
１）現状：日本の公共事業では建設業に限らず、多くの業界で談合が行われている
と言われている。また、民間案件でも一部談合の噂がある。
現在、公共工事の場合、一概には言えないが、予定価格の９５％以上で落札された場合、談合の噂がある。このため、ときどき下請や上請への丸投げがマスコミで取り上げられている。
談合がなくなったと言われる横須賀市の場合、予定価格の８５%程度で落札されている。その他、長野県、福山市など談合がなくなったといわれる自治体では予定価格の６０％前後の入札額が多く、中には５０％を割った最低入札額も見られるようになったこともある。
但し、６０％前後では、常識的に見て利益は出ず、赤字のはずである。
このような安い価格で入札される理由は、長野県や福山市では最低入札限度額の規定がなかったからで、横須賀市の場合は最低入札限度額が予定価格の
８０％となっているため８０％以下の金額はほとんどないと思われる。

一方、国際開発援助資金による発展途上国の国際入札案件では、予定価格の
６０％前後の入札が多く、実際にこの前後の金額で落札している場合が多い。これは談合が行われていない証拠でもある。
国際入札の場合、指名時点で事前審査が厳しく、入札保証状や履行保証状提出規定があるため最低入札金額の規定は必要ない。
欧米先進国では、談合はないと言われている。その理由は、談合に対する罰則が非常に厳しく、談合が明らかになると罰金が非常に高く、また指名停止期間も非常に長く企業の存続に影響するからであろう。実際にアメリカ政府の契約約款の一般条件書では、汚職や談合禁止について詳細に書いてある。
過去に在日米軍基地内の米軍発注の工事案件で談合が明らかになり、日本の
多くの建設会社は非常に多額の罰金を支払わされた。このため、現在では在日米軍基地内での米軍発注の工事案件では談合が行われていないと言われている。談合が行われていないと推測できる理由は・・・・・
一方、同じ米軍関連工事でも、日本の防衛施設庁発注の案件では、ご存知のように官製談合が行われていた。
２）談合防止策の提言：アメリカなどの手法と日本の手法を比較して
①公務員の関連業界及び事業団・公団への天下りを原則禁止とする。
　これにより官製談合や予定価格漏洩がある程度防止できる。
　但し、救済措置として公務員の定年制度を確立して、定年を延長する。
②JVが談合の温床となっているので、特殊案件を除いて原則禁止とする。
　現在の建設工事では、よほど特殊工事でない限りJVの必要はない。
　また、発展途上国と違って、大手建設会社より中小建設会社への技術移転の
　必要性もそろそろないのではないか？
③欧米のように発注工区の１工区の範囲を大きくする。１工区の範囲を大きく
　すればするほど、その大きさに反比例して無駄な経費も少なくなり工事金額
　も下がり一石二鳥である。
④アメリカのように談合に対する罰金を非常に高くして、指名停止期間も大幅
　に延長する。談合が見つかれば企業の存続に影響するくらいの罰則とする。
　また、独禁法の監督官庁である公正取引委員会の権限を強化する。
⑤アメリカのように標準契約約款に談合・贈収賄違反規定を詳細に明記する。
⑥平成１８年４月１日に施行された内部告発法(公益通報者保護法)に基づき、
　内部告発を促す。
⑦談合事件の時効を現在の１年から汚職事件並みの３年に延長する。
⑧長野県のように各自治体に本当の意味での第三者委員会を設置して、談合の
　調査を行う。
⑨多くの国際公共工事入札のように入札図書を施工計画書などの技術図書と
　工事金額図書の２つの図書に分け、まず技術図書の評価を行い上位３位まで
　入札者の工事金額図書を開札し、原則最低価格の入札者に落札させる。
⑩工事金額には詳細内訳書の提出を義務つける。
⑪入札に代案(ALTANATIVE PLAN)やVE(VALUE ENGINEERING)受付を
　入れて、入札価格を下げる規定を設ける。
⑫最低入札制限額を撤廃して、その代わり入札保証状を入れさせる。
　これにより入札後の契約辞退を防止できるか、叉は辞退した場合には保証金を
　没収できる。
⑬すべての契約に履行保証状及びメインテナンス保証状を入れさせる。
　これにより、手抜き工事、倒産などの損害に対応できる。
　日本国内でも、やっと６年前よりこれらの保証状を入れる制度が確立された。
　但し、日本では財務体質がよく、手抜き工事の少ない企業でもその反対に
　問題があるような企業でも、その保証料率には欧米先進国の保証会社
　(銀行や損害保険会社)の保証料率ほど差がないと言われている。
　欧米先進国並みに保証料率に差をつけて、企業間格差をつけるべきであろう。　
⑭公共事業体の予定価格を思い切って実際の市場価格まで下げる。
　役所には市場価格が分からない場合も多いので、例えば、現在の予定価格の
　８５％とする。
⑮談合問題及び手抜き工事問題の解決のためには、長い目で見ると、学校教育
　及び家庭教育改革が必要で、特に道徳教育改革が必要。

